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２ デジタル化困難共聴施設に対する対策計画

初版においては、デジタル改修に当たり受信点の大幅な移設や伝送路整備費の経費試算が高額（８００万
円以上／施設）であるもの又は技術的に多大な困難があると判明した施設について掲載した。
第２版においては、掲載されている施設に限り、対策計画が策定された一部の施設のみを更新している。
今後、「デジタル化困難共聴施設」の基準等を再整理し、実態的にアナログ停波までに改修困難となる施設

を特定し、その結果を本年夏の更新に反映することを予定している。

３ 区域外波の受信困難地区の特定・対応手法

初版においては、区域外波（放送対象地域外の放送波）に対する受信の依存度の高い地域を特別な地域とし
て対策計画の対象に加え、これに該当する地域として徳島県及び佐賀県における受信状況等を掲載した。
第２版においては、初版以降、区域外波が受信困難となる地域を特定、把握するための調査を行っていない

ため、新たな地区の追加等を行っていない。
今後、徳島県及び佐賀県以外の地域においても実測調査を行う予定としており、区域外波が受信困難となる

地区について追加していくとともに、対策計画が確定した地区について対応手法、対応時期等を掲載する予定
としている。

対策計画更新について

１ 新たな難視地区に対する対策計画

平成２１（２００９）年８月公表した初版においては、２００７年末までに開局したデジタル中継局に関連する
ものを中心として、電波の実測調査により特定された新たな難視約３，２００地区（約８．２万世帯）について、
デジタル難視の状況並びに対策計画が確定したものについて対策手法、対策時期等を掲載した。
第２版においては、２００８年末までに開局した中継局等の電波の実測調査によって新たに特定された難

視地区を加えた約４，９００地区（約１３．０万世帯）について、デジタル難視の状況並びに対策計画が確定
（初版の対策計画の更新を含む。 ）したもの５３８地区について対策手法、対策時期等を掲載している。
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